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別紙 

総合評価に関する説明書 

１ 評価項目、評価基準及び評価点について 

本件工事における総合評価落札方式の評価項目、評価基準及び評価点については、入札公告の別紙「総合評価に

関する事項」のとおり。 

２ 提出書類等について 

提出書類等については以下のとおり。 

自己採点表（様式－総採１）については、すべての型式において、必ず提出すること。 

評価項目「簡易な施工計画」については、簡易型、簡易・チャレンジ型（試行）の場合のみ提出必須とし、特別簡

易型、特別簡易・チャレンジ型（試行）の場合は提出不要。 

評価項目「配置予定技術者」については、すべての型式において、必ず提出すること。 

上記以外の項目については、該当がない場合や評価基準に満たない場合は、提出不要。 

評価分類 評価項目 提出書類及び申請書等で確認する事項 

企業の技術力 簡易な施工計画 技術資料（様式－総１）を入札書に添付して提出すること。 

企業の 

施工能力 

過去４年間の当該工

種に係る工事成績評

定点の平均点 

過去４年間に完成し、工事成績評定点が通知されたすべての工事（本件

工事の入札参加条件とした認定工種（以下「当該工種」という。）におけ

る広島市（水道局を除く。）発注工事の実績に限る。）の工事成績評定通知

書（別記様式第 1 号）の写しを提出すること（ただし、当該工種につい

て、過去４年間に完成した工事実績のない場合は提出不要）。 

過去１５年間の同

種・同規模工事の施

工実績 

同種・同規模工事施工実績調書（様式－総３）及び施工実績を証明する

資料を提出すること。 

施工実績を証明する資料は、次の(1)又は(2)を提出すること。 

(1)  一般財団法人日本建設情報総合センターの「工事実績情報システ

ム（ＣＯＲＩＮＳ）」に登録されているデータ（以下「竣工時カル

テ」）の写し 

(2)  施工実績証明書又は契約書（注文書又は請書を含む。）の写し 

総合評価落札方式の

受注状況 

提出不要（発注者が受注実績を確認し評価する）。 

過去２年度の広島市

優良建設工事表彰に

おける企業としての

表彰実績 

優良建設工事特別表彰又は優良建設工事表彰の表彰状の写し（Ａ４に縮

小コピー）を提出すること。 

過去２年間のＩＣＴ

活用工事への取組状

況 

次のいずれかの資料を提出すること。 

(1)  広島市の実績の場合 

次のすべての資料を提出すること。 

   ＩＣＴ活用工事への取組状況（様式－総４） 

   工事成績評定通知書（別記様式第１号）（ＩＣＴ活用工事又は簡

易型ＩＣＴ活用工事の実績が確認できるものに限る。） 

※評価基準「広島市発注の当該工種に係るＩＣＴ活用工事の施工実績

あり（簡易型ＩＣＴ活用工事等を除く。）」（配点：1.0 点）の設定があ

り、これに該当する場合は、上記とあわせて次の資料も提出するこ

と。 

   変更設計書（当該工種に係るＩＣＴ施工技術の活用が確認できる

部分）の写し 

(2)  他の公共発注機関の実績の場合 

次の①から③のすべての資料を提出すること。 

① ＩＣＴ活用工事への取組状況（様式－総４） 

② 一般財団法人日本建設情報総合センターの「工事実績情報シス

テム（ＣＯＲＩＮＳ）」に登録されているデータの写し 

③ ＩＣＴ活用工事を履行したことが確認できる次のいずれかのも

の 

   発注機関が発行したＩＣＴ活用工事証明書の写し 

   発注機関が策定したＩＣＴ活用工事実施要領等の抜粋及び当

該要領等に基づきＩＣＴ施工技術を活用したことが確認できる
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評価分類 評価項目 提出書類及び申請書等で確認する事項 

契約図書 

 
評価分類 評価項目 提出書類及び申請書等で確認する事項 

企業の 

施工能力 

登録基幹技能者の現

場配置 

登録基幹技能者の現場配置（様式－総５）を提出すること。 

なお、共同企業体での申請の場合、共同企業体の代表者のみが登録基幹

技能者の現場配置（様式－総５）を提出すること。共同企業体の代表者以

外の者は提出不要。 

ⅠＳＯ９００１認証

取得 

開札日において、有効期限が切れていない登録証及び附属書の写しを提

出（認証された事業所・範囲、有効期限が確認できるもの）すること。 

本市と契約を締結する権限を有する広島市内の事業所が認証取得（建設

工事の施工に関するものに限る。）している場合に限る。 

配置予定 

技術者の能力 

配置予定技術者 
（簡易型、特別簡易型と

もに提出必須） 

一般競争入札参加資格確認申請書に添付された配置予定技術者調書（様

式３－１）の写し及びその確認書類の写しを提出すること。 

提出する確認書類には配置予定技術者の生年月日が記載されていること。 

なお、配置予定技術者として主任（監理）技術者を複数で申込みをする

場合は、全ての配置予定技術者調書（様式３－１）の写し及びその確認書

類の写しを提出すること。 

過去１５年間の主任

（監理）技術者の同

種・同規模工事の施

工経験 

同種・同規模工事施工経験調書（様式―総６）及び施工経験を証明する

資料を提出すること。 

施工経験を証明する資料として以下の(1)又は(2)を提出すること。 

(1)  一般財団法人日本建設情報総合センターの「工事実績情報システ

ム（ＣＯＲＩＮＳ）」に登録されているデータ（以下「竣工時カル

テ」）の写し 

(2)  施工実績証明書又は契約書（注文書又は請書を含む。）の写し 

過去２年度の広島市

優良建設工事表彰に

おける技術者として

の表彰実績 

優良技術者特別表彰又は優良技術者表彰の表彰状の写し（Ａ４に縮小コ

ピー）を提出すること。 

若手技術者の配置 
提出された配置予定技術者調書（様式３－１）の写し及びその確認書類

の写しにより配置予定技術者の年齢を確認する。 

継続学習制度の単位 

次のうち該当するものの資料を提出すること。 

(1)  配置予定技術者が、建設系ＣＰＤ協議会に加盟している団体が運

営している継続教育学習制度において、１０単位／年以上の単位数

（公告日の属する年度の前年度４月１日から開札日までの期間のう

ち、任意の１年間の単位数）を取得していることを証明する、学習

履歴証明書等（各団体発行）の写し（Ａ４に縮小コピー）を提出す

ること。 

(2)  配置予定技術者が、建築ＣＰＤ運営会議が運営している建築ＣＰ

Ｄ（継続能力／職能開発）情報提供制度に登録し、１０時間／年以

上のＣＰＤ実績（公告日の属する年度の前年度４月１日から開札日

までの期間のうち、任意の１年間の時間数）を取得していることを

証明する、証明書の写し（Ａ４に縮小コピー）を提出すること。 

主任（監理）技術者

の資格 

資格者証等（指定した資格を所持していることが確認できる部分）の写

しを提出すること。 

なお、開札日までに指定した資格を有していること。 

地理的要件 
市内における本店の

有無 

一般競争入札参加資格確認申請書（様式１）により本店所在地を確認

し、開札日において広島市内に本店を有しているか確認する。 
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評価分類 評価項目 提出書類及び申請書等で確認する事項 

社会的項目 

災害復旧協力等の状

況 

次のうち該当するものの資料を提出すること 

(1) 公告日の属する年度の５か年度前の４月１日から開札日までにお

いて、本市発注の災害関連工事（予算科目の款が「災害復旧費」と

して計上されているものに限る。）の受注実績がある場合 

次のすべての資料を提出すること。 

   災害関連工事の受注時の契約書（工事名、契約日、発注者及

び受注者が確認できる部分）の写し 

   工事設計書（予算科目の款が「災害復旧費」となっているこ

とが確認できる部分）の写し 

(2) 開札日前に、広島市災害応急対策に係る協力事業者の登録等に関

する要綱（平成１８年６月１日施行）の規定に基づき、災害協力事

業者として登録されている場合 

次のいずれかの資料を提出すること。 

   広島市災害協力事業者登録申込書の写し 

※広島市危機管理室（平成２６年度以前は消防局が所管）の受

付印のあるもの（受付印の年月日は、問わない。） 

   危機管理室災害予防課（平成２６年度以前は消防局が所管）

が発行する広島市災害応急対策に係る協力事業者登録証明の写

し（証明の年月日は、問わない。） 

障害者雇用の状況 

次のいずれかの資料を提出すること。 

(3)  障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３

号）第４３条第７項に基づき雇用状況の報告を義務付けられている

事業者の場合 

   公共職業安定所へ報告した「障害者雇用状況報告書（事業主

用）」（直近の６月１日のもの）の写し（受付印のあるもの）を提

出すること。 

なお、電子申請を行った場合は、申請画面を印刷し、事業主控

としたものの写しを提出すること。 

(4) 上記(1)以外の事業者で障害者を常用（直接的かつ恒常的に）雇用

している場合 

次のすべての資料を提出すること。 

   開札日の直近の１日現在で作成した障害者雇用状況調書(様式

－総７) 

   身体障害者手帳又は療育手帳若しくは精神障害者福祉手帳の

写し 

   常用雇用していることが確認できる書類 
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評価分類 評価項目 提出書類及び申請書等で確認する事項 

社会的項目 

男女共同参画等の取

組状況 

次のうち該当するものの資料を提出すること。 

(1)  開札日前において、次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律

第１２０号）第１２条第４項の規定に基づく「一般事業主行動計

画」を策定している場合（労働者１００人以下の事業者に限る。） 

   都道府県労働局に提出した行動計画の写し（受領印のあるも

の）を提出すること。 

(2)  開札日前において、次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律

第１２０号）第１３条の規定に基づく認定を受けている場合 

   都道府県労働局が発行した認定通知書の写しを提出すること。 

(3)  開札日前において、女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（平成２７年法律第６４号）第８条第７項の規定に基づく「一

般事業主行動計画」を策定している場合（労働者１００人以下の事

業者に限る。） 

   都道府県労働局に提出した行動計画の写し（受領印のあるも

の）を提出すること。 

(4)  開札日前において、女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（平成２７年法律第６４号）第９条の規定に基づく認定を受け

ている場合 

   都道府県労働局が発行した認定通知書の写しを提出すること。 

(5)  開札日前において、広島市の「女性と若者が輝く企業」の認定を

受けている場合 

   認定証の写しを提出すること。 

(6)  開札日前５年以内に、次のいずれかの男女共同参画関連の表彰を

受賞している場合、表彰状の写しを提出すること。 

   内閣府が行う女性のチャレンジ支援策に基づく女性のチャレン

ジ賞、女性のチャレンジ支援賞又は女性のチャレンジ賞特別部門

賞（企業の代表者が受賞している場合を含む。） 

   内閣府が行う子どもと家族を応援する日本功労者表彰（申請者

の代表者が受賞している場合を含む。 

   広島市男女共同参画推進事業者表彰 

女性技術者の雇用 

(1) 開札日において当該工種の主任技術者となり得る国家資格を有す

る女性技術者を常用（直接的かつ恒常的に１年以上）雇用している

場合 

次のすべての資料を提出すること。 

   当該工種の主任技術者となり得る国家資格の取得を証明できる

もの（合格証明書等）の写し 

   常用雇用していることが確認できる書類の写し 

   性別を確認できる書類（マイナンバーカード等）の写し 

(2) 開札日において当該工種の監理技術者となり得る女性技術者を常

用（直接的かつ恒常的に１年以上）雇用している場合 

次のすべての資料を提出すること。 

   監理技術者資格者証（当該工種の資格を有するもの）の写し

（表面・裏面） 

   常用雇用していることが確認できる書類の写し（開札日以前１

年以上の雇用関係を監理技術者資格者証により証明できない場合

のみ） 

   性別を確認できる書類（マイナンバーカード等）の写し 

環境対策への取組状

況 

次のうち該当するものの資料を提出すること。 

(1)  開札日において、ＩＳＯ１４００１又はエコアクション２１の認

証取得を受け、有効期限が切れていない登録証及び附属証の写しを

提出（認証された事業所・範囲、有効期限が確認できるもの）する

こと。 

(2)  開札日において、「ひろしまエコ事業所認定制度」の認定を受

け、認定書の写しを提出すること。 
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評価分類 評価項目 提出書類及び申請書等で確認する事項 

社会的項目 

広島市内在住の就職

困難者の雇用状況等 

次のうち該当するものの資料を提出すること。 

(1)  広島市内在住の失業者を雇用している場合 

開札日前２年以内に、広島市内在住の失業者１人以上を正規従業員

として採用し、開札日現在、継続的に雇用している場合 

次の①から③のすべての資料を提出すること。 

①  失業者を雇用したことを証明する次のいずれかのもの（公共

職業安定所（ハローワーク）発行） 

   雇用保険被保険者資格取得届出確認照会回答書の写し 

※離職した事業所及び離職年月日が記載されたもの 

※本人又は事業主（本人の委任状が必要）により請求可能 

   雇用保険日雇労働被保険者手帳の写し 

②  広島市内在住の失業者を正規従業員として雇用したことを証

明する次のすべてのもの 

   労働条件通知書の写し 

   常用雇用していることが確認できる書類 

   住所が確認できる書類（運転免許証等）の写し（上記書類

により確認できない場合のみ） 

③  資本的関係・人的関係を確認する書類 

   資本的関係・人的関係調書（様式４）の写し 

(2) 広島市内在住の刑務所出所者等を雇用している場合等 

ア 広島保護観察所に協力雇用主として登録し、開札日前２年以内

に、広島市内在住の保護観察対象者又は更正緊急保護対象者を

雇用（雇用形態不問）した実績がある場合 

   広島保護観察所が発行する「保護観察対象者等雇用実績証

明書」の写し 

イ 広島保護観察所に協力雇用主として登録し、開札日前２年以内

に、広島市内在住の保護観察対象者又は更正緊急保護対象者に

事業所見学会又は職場体験講習を実施している場合 

   広島保護観察所が発行する「保護観察対象者等事業所見学

会等実績証明書」の写し 

建設キャリアアップシ

ステムの活用状況 

次のうち該当するものの資料を提出すること。 

(1)  事業者登録があり、当該工事で建設キャリアアップシステムを活

用する場合 

次の①及び②を提出すること。 

① 建設キャリアアップシステムの活用状況（様式－総８） 

② 事業者登録があることを証明する次のいずれかのもの 

   「事業者登録完了のお知らせ（はがき）」の写し 

   「事業者登録完了メール」の写し 

   「建設キャリアアップシステムの事業者情報画面」の写し 

ただし、いずれの資料においても、パスワードやセキュリティ

コードについては、マスキングを施すこと。 

(2)  事業者登録のみの場合（当該工事で建設キャリアアップシステム

を活用しない場合） 

上記(1)の②の資料を提出すること。 
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評価分類 評価項目 提出書類及び申請書等で確認する事項 

社会的項目 

広島製産品の活用 

広島製産品使用予定調書（様式－総９）を作成し提出すること。 

広島製産品の対象となる資材は以下のとおりとする。 

〔広島製産品の定義〕 

広島製産品とは、次のいずれかに該当する建設資材とする。 

  広島市内に本社を有する事業者が直営工場及び広島市内の提携

工場で製造する建設資材（直営工場の所在地は問わない。）。 

  広島市外に本社を有する事業者が広島市内の直営工場及び広島

市内の提携工場で製造する建設資材。 

〔対象資材〕 

広島製産品の対象となる資材は、次表のとおり。 

なお、共同企業体での申請の場合、共同企業体の代表者のみが広島製産

品使用予定調書（様式－総９）を提出すること。共同企業体の代表者以外

の者は提出不要。 

ボランティア清掃の活

動状況 

次のうち該当するものの資料を提出すること。 

(1) 開札日前１年以内に、広島市内で、官公庁が実施する制度等によ

る清掃活動を事業所として行ったことを証明する次のいずれかの資

料 

   広島市まちの美化に関する里親制度覚書及び里親活動報告書

（広島市まちの美化に関する里親制度実施要領別記様式４号）の

写し 

   クリーンボランティア参加申込書及び活動記録簿（場所、日

時、参加人数、活動内容等を記載したものをいう。以下同じ。）

（活動状況写真を含む。）（様式は任意）の写し 

   アダプト活動認定団体認定証及びアダプト認定団体活動実績報

告書（収受印のあるもの）（アダプト活動状況写真を含む。）の写

し 

   国土交通省中国整備局広島国道事務所が指定するところにより

作成した国道ボランティア・ロード協定書及び活動記録簿（活動

状況写真を含む。）（様式は任意）の写し 

(2) 公告日前１年以内に、広島市内の公共の場所（道路、歩道橋、河

川、用排水路、公園等）で国、公共団体又は公共的団体による清掃

活動（(1)の制度等に該当しない活動に限る。）に、事業所として２

回以上参加したことが客観的に証明できる資料を添付した清掃活動

実績調書(様式－総１０) 

※客観的に証明できる資料とは、次のいずれかの資料（活動証明

者の記載又は証明印等があるもの）をいう。 

   感謝状の写し 

   お礼状の写し 

   清掃活動参加確認書（参考様式－総１１） 

   その他 

(3) 開札日前に受賞した、「広島市環境美化功労者表彰」の表彰状の写

し（事業所として表彰されたものに限る） 

対象資材及び分類

分類 土木工事 建築工事 設備工事

・側溝類 ・側溝類 ・外灯基礎ブロック

・境界ブロック類 ・境界ブロック類 ・桝

・桝、桝蓋 ・車止めブロック ・配電盤

・積（張）ブロック類 ・桝、桝蓋 ・分電盤

・擁壁類 ・建築用ブロック ・制御盤

・重圧管
・インターロッキングブ
ロック

・矩形ダクト

・ボックスカルバート

・インターロッキングブ
ロック

・環境保全ブロック ・鋼製建具 ・ハンドホール

・組立式マンホール ・コンクリート電柱

・鋳鉄製マンホール蓋
　（防護蓋を含む）

・のり枠フレーム

対
象

資

材
①

対

象
資

材

②

※　対象資材①は調査の結果、広島製産品の使用率が５割以上と推定される資材

　　対象資材②は調査の結果、広島製産品の使用率が５割未満と推定される資材
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評価分類 評価項目 提出書類及び申請書等で確認する事項 

社会的項目 

職場体験等の受入れ

状況 

次のうち該当するものの資料を提出すること。 

(1)  開札日前２年以内に、中学校等（広島市内に所在するもの）が実

施する職場体験を、１回以上受け入れている場合 

   職場体験の受入れに係る依頼文書の写し（企業側の受入れを確

認した後送付される、実施日や参加する学年等が明記された依頼

文書）を提出すること。 

(2)  開札日前２年以内に、大学、短期大学、高等学校等（いずれも広

島市内に所在するもの）のインターンシップ実習生を、１回以上受

け入れている場合 

次のいずれかの資料（受入れ期間や実習内容、参加する実習生の情

報等が明記されたもの）を提出すること。 

   学校との間で締結したインターンシップの受入れに係る覚書、

契約書等の写し 

   実習生の受入れに係る依頼文書、電子メールまたは就職活動サ

イト等の画面の写し 

※資料に受入れ期間等の詳細が記載されていない場合は、受入れ期

間や実習内容、参加する実習生の情報等が明記された資料を別途

添付すること。 

広島市内企業の活用

状況 

広島市内企業の活用状況（様式－総１２）を提出すること（本件工事に

下請予定がない場合は、元請企業が広島市内に建設業法第３条第１項に規

定する本店がある場合に限り、評価する。）。 

なお、共同企業体での申請の場合、共同企業体の代表者のみが広島市内

企業の活用状況（様式－総１２）を提出すること。共同企業体の代表者以

外の者は提出不要。 

その他 本工事の入札価格 提出不要（発注者が入札価格及び調査基準価格を確認し評価する）。 

 

３ 提出書類の作成及び評価における留意事項 

(1) 企業の技術力 

ア 簡易な施工計画 

   企業の技術力を客観的に評価するため、技術的所見は以下の視点で判断をすることから、技術資料（様式

－総１）の作成に当たっては留意すること。 

(ｱ) 実施することが認められるか 

技術的所見が、契約約款、設計書、仕様書、図面、工事に関する説明書及びこれに対する質問回答書

（以下「設計図書等」という。）や関係法令等に準拠した内容（提案）であるかという視点で判断する。 

※建設副産物の処分方法などの内容は、「実施することが認められる」と判断しない。 

(ｲ) 工夫されているか 

技術的所見の内容が、本市が見込んでいる設計内容と比べて工夫されているかという視点で判断する。 

(ｳ) 効果が期待できるか 

技術的所見の内容を実施した場合に、課題に対する効果が期待できるかという視点で判断する。 

(ｴ) 具体的であるか 

技術的所見の実施方法や設置範囲等が、具体的に記載されているかという視点で判断する。 

   提出した技術資料（様式－総１）が、複数枚に記載されている場合及び、技術資料（様式－総１）下部の

注を削除するなど様式を変更した場合には、その入札を無効とする。 

   技術的所見が、設計図書等や関係法令を遵守していない場合には、その技術資料（様式－総１）を提出し

た入札参加者の入札を無効とすることがある。 

   技術資料（様式－総１）の１つの技術的所見の文字数が１５０文字を超えた場合は、その技術的所見は評

価しない。 

【技術的所見の文字数の例】 

文字数は、半角文字、上付き文字、下付き文字、カッコ及び句読点等も１文字として扱う。また、環境

依存文字については、１文字とカウントする。 

（例１）○○○の設置場所は、○○○に１基設置します。（規格：○○）→２９文字 

（例２）（株）→３文字 ｍ³→２文字 

（例３）㈱→１文字 ㎥→１文字 

   技術資料（様式－総１）の技術的所見の記入欄に、図面等を添付（貼付）されている技術的所見は評価し

ない。 
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   技術的所見の根拠となる図や製品、工法等を紹介する資料は、１つの技術的所見につき１枚（Ａ４サイ

ズ）まで資料の添付を認める。なお、技術的所見を、添付資料に記入している場合には、その技術的所見は

評価しない。 

   添付資料に提案者の会社名及び提案者が施工した工事名などの記入があった場合は、すべての技術的所見

を評価しない。 

   技術的所見は、施工上の課題数に限らず最大４つまで（チャレンジ型は最大２つまで）とし、これを超え

る技術的所見については評価しない。 

   「また」、「この他」、「さらに」の表現を用いるなど、１つの技術的所見で複数の提案を記入している場合

は、その技術的所見は評価しない。 

（例）「○○○（製品名）をＡ－１（設置場所）に設置します。また（この他）、△△△（機械名）につい

ては、□□□（タイプＡ（規格））を使用します。」→ 複数提案と判断して、評価しない。 

   他機関又は他工事との協議又は調整、第三者との調整・協力等が必要となるような実現性が不明確な提案

は、原則実施を認めない。また、その技術的所見は評価しない。 

   指定された工種又は仮設に関する記述内容において仕様書等に違反する記述があり、求める性能を確保す

ることが困難であると判断されるものについては、実施を認めない。また、その技術的所見は評価しない。 

   以下に示すような、同様な内容の提案を複数の技術的所見に分けて記載されている場合は、一つの提案と

して判断し評価する。 

【提案するものの設置場所が異なるだけの提案】 

（例）「○○○（製品名）をＡ－１（設置場所）に設置します。」 

「○○○（製品名）をＡ－２（設置場所）に設置します。」 → 一つの提案として評価する。 

【同一作業において使用する同一機械の規格が異なるだけの提案】 

（例）「□□□（タイプＡ（規格））を使用します。」 

「□□□（タイプＢ（規格））を使用します。」 → 一つの提案として評価する。 

【その他、一つの提案に集約が可能な提案】 

（例）「○○○（製品名）を設置します。」 

「○○○（製品名）は◇◇◇（機能）付きのものにします。」 → 一つの提案として評価する。 

   曖昧な内容や履行の状況が具体的に確認、検査できない内容は、「具体的である」と判断しない。 

【技術的所見の内容が曖昧な記入】 

（例）「○○の場合には○○する」、「必要に応じて○○する」、「○○するよう努める」、「可能な限り○○

する」 

【技術的所見の内容において、履行の状況が具体的に確認、検査できない内容】 

（例）履行場所、履行範囲、使用材料（製品名）、使用機器名が不明確な場合 

   提出した技術資料（様式－総１）は、評価に関らず、契約書に特約事項として添付し、契約後は、技術資

料（様式－総１）に記載した技術的所見の内容を施工計画書に記載することとする。ただし、実施すること

が認められない技術的所見については、特約事項にその旨を記載する。 

   受注者の責めにより、特約事項に記載された技術的所見を遵守できなかった場合は、受注者の工事成績評

定点を８点減じる（減点は、遵守できなかった施工上の課題毎に８点を減じ、各施工上の課題の認められた

技術的所見が１つでも遵守できない場合に減点を行う。）。 

(2) 企業の施工能力 

ア 過去４年間の工事成績評定点の平均点 

   令和４年１月１日から令和７年１２月３１日までの４年間に完成した工事実績を評価対象とする。 

   本件工事の入札参加条件とした認定工種（以下「当該工種」という。）の工事成績評定点の平均点を評価対

象とする。 

イ 過去１５年間の同種・同規模工事の施工実績 

   平成２３年４月１日から開札日までに元請として完成・引渡しが完了した工事を評価対象とする。 

   本評価項目における同種・同規模工事の条件は、入札公告の別紙「総合評価に関する事項」に掲げている

ため確認すること。また、入札公告で特に明記していない限り、１件の工事で条件を満たしていること。 

   評価基準にある他の公共発注機関とは、次の(ア)から(ウ)に掲げる者をいう。 

(ｱ) 国及び地方公共団体 

(ｲ) 法人税法別表第１に掲げる公共法人（地方公共団体を除く。） 

(ｳ) 建設業法施行規則第１８条に掲げる法人 

   共同企業体による施工実績については、出資割合が２０％以上の構成員に限り評価対象とする。 

   提出する施工実績を証明する資料は、同種・同規模工事の条件とした施工実績の具体的な内容が確認でき

るものでなければならない。これらの書類で確認できない場合は、設計図書及び仕様書等（以下「設計図

等」という。）も併せて添付すること。民間工事の場合も同じ。） 

   民間工事の場合の証明方法は、次のa又はbによる。 

a. 施工実績証明書 

(1)  工事監理を行った者が発行した実績証明書（証明者の押印があるもの。写し可） 
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※工事監理者が当該証明物件との関係が明らかであるものも併せて提出すること。 

(2)  上記(1)が提出できないときは、注文者（施主）が発行した実績証明書 

b. 契約書（注文書又は請書を含む。）の写し 

   注文者（施主）による原本確認及び竣工確認があるもの 

文例）「この契約書（請書）の写しは、原本と相違ありません。また、契約書（注文書）の内容どお

り施工されたことに相違ありません。」という旨の注文者（施主）による記名があるもの。 

 a、b のいずれの場合も施工実績において、入札参加条件を満たしている元請として施工したことが明記

されているものに限る。 

 証明の内容に虚偽があった場合は、受注者である入札参加資格確認申請者がその責めを負う旨の誓約文

を付記し、記名すること。 

文例）「上記の証明事項について、万一、事実と相違するものがあった場合の責めは全て私が負うものと

し、入札参加資格の喪失や指名停止の措置等を取られても一切異議の申立てをいたしません。」（記

名） 

   会社の施工実績が共同企業体によるものである場合には、申請者が当該共同企業体の構成員であること及

び出資割合が確認できる資料を添付すること（「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」に登録されている

データの写し、施工実績証明書又は契約書の写しにより、共同企業体の構成員であること及び出資割合が確

認できる場合には、添付する必要はない。）。 

   平成１８年６月１日以降に完了した本市の工事で、成績評定が６０点未満のものは、施工実績として認め

ないので注意すること。 

ウ 総合評価落札方式の受注状況 

   開札日の属する年度に契約した広島市発注の総合評価落札方式の工事のうち、工種が土木一式工事、舗装

工事、とび・土工・コンクリート工事であるものの、開札日時点における件数により評価する。 

   共同企業体による受注実績については、出資割合にかかわらず受注実績に含む。 

エ 過去２年度の広島市優良建設工事表彰における企業としての表彰実績 

   令和６年度及び令和７年度の２年度の表彰実績を評価対象とする。 

   当該工種に係る表彰実績を評価対象とする。 

オ 過去２年間のＩＣＴ活用工事への取組状況 

   令和６年４月１日から開札日までに元請として完成・引渡しが完了した工事を評価対象とする。 

   ＩＣＴ活用工事、簡易型ＩＣＴ活用工事等とは、「広島市ＩＣＴ活用工事実施要領」又は他の公共発注機関

が策定した要領等に基づき、ＩＣＴ施工技術を全て又は部分的に活用した工事をいう。 

   評価基準「広島市発注の当該工種に係るＩＣＴ活用工事の施工実績あり（簡易型ＩＣＴ活用工事等を除

く。）」（配点：1.0 点）の設定がある場合、求める工種は、入札公告の別紙「総合評価に関する事項」に掲げ

ているため確認すること。また、入札公告の別紙「総合評価に関する事項」に複数の工種を掲げている場合

は、いずれかの工種の実績があれば評価対象とする。 

   広島市の実績の場合で、評定の対象でない工事については、工事成績評定通知書（別記様式第１号）の代

わりに変更契約書の鑑の写しを提出すること。 

   評価基準にある他の公共発注機関とは、次の(ア)から(ウ)に掲げる者をいう。 

(ｱ) 国及び地方公共団体 

(ｲ) 法人税法別表第１に掲げる公共法人（地方公共団体を除く。） 

(ｳ) 建設業法施行規則第１８条に掲げる法人 

カ 登録基幹技能者の現場配置 

   現場配置を求める登録基幹技能者の種類及び従事する工種は、入札公告の別紙「総合評価に関する事項」に

掲げているため確認すること。複数の登録基幹技能者の種類及び従事する工種を掲げている場合は、いずれか

を選択すること。 

   複数の登録基幹技能者を配置する場合でも、当該評価項目における評価点は 0.5 点（チャレンジ型は 1.0

点）とする。 

   主任（監理）技術者及び現場代理人は評価対象としない。 

   元請に限らず、下請負人が登録基幹技能者を配置する場合も評価対象とする。 

   登録基幹技能者の現場配置は、該当する工種の施工期間中のみで構わない。 

   登録基幹技能者の途中交代は認める。 

キ ＩＳＯ９００１認証取得 

   本市と契約を締結する権限を有する広島市内の事業所が認証取得している場合にのみ評価対象とする。 

   認証の範囲は、建設工事の施工に関するものに限り評価対象とする。 

(3) 配置予定技術者の能力 

配置予定技術者を複数の技術者で申請している場合は、申請のあった複数の技術者のうち、以下の配置予定技

術者の能力に係る評価項目の特典の合計が最も低い技術者を評価する。 

また、配置予定技術者として主任（監理）技術者を複数で申請したにも関わらず、全ての配置予定技術者調書

（様式３－１）の写し及びその確認書類の写しを提出していない場合は、配置予定技術者の能力に係る評価項目

22



2026.09 
の得点の合計を０点として評価する。 

ア 過去１５年間の主任（監理）技術者の同種・同規模工事の施工経験 

   平成２３年４月１日から開札日までに元請として完成・引渡しが完了した工事を評価対象とする。 

   本評価項目における同種・同規模工事の条件は、入札公告の別紙「総合評価に関する事項」に掲げている

ため確認すること。また、入札公告で特に明記していない限り、１件の工事で条件を満たしていること。 

   同種・同規模工事の条件を満たす工事に、工期の全期間に渡って主任（監理）技術者又は現場代理人とし

て従事していた場合にのみ評価する。 

 ただし、主任（監理）技術者においては専任を要しない期間及び配置を要しない期間、現場代理人におい

ては常駐を要しない期間を除く。 

 なお、鋼構造物工事又は機械器具設置工事等の認定工種において、製作と架設（据付）でそれぞれ別の主

任（監理）技術者を配置している場合には、架設（据付）の全期間に配置されていること。 

 また、工事着手日選択型契約方式適用工事や工事が予定より早く竣工したこと等により、コリンズの契約

工期と技術者の従事期間が異なる場合は、前述の内容が確認できる資料（工事打合せ簿や発注機関が検査に

よって工事の完成を確認した日が確認できる資料等）の添付があれば評価する。 

   評価基準にある他の公共発注機関とは、次の(ア)から(ウ)に掲げる者をいう。 

(ｱ) 国及び地方公共団体 

(ｲ) 法人税法別表第１に掲げる公共法人（地方公共団体を除く。） 

(ｳ) 建設業法施行規則第１８条に掲げる法人 

   共同企業体による施工実績については、出資割合が２０％以上の構成員に限り評価対象とする。 

   提出する施工経験を証明する資料は、同種・同規模工事の条件とした施工実績の具体的な内容が確認でき

るものでなければならない。これらの書類で確認できない場合、設計図書、仕様書等及び提出書類等（発注

者へ提出した技術者届、工程表等）の写しを提出すること。民間工事の場合も同じ。）。 

   民間工事の場合の証明方法は、次のa又はbによる。 

a.  実績証明書 

b.  受注者が発注者（施主）に提出した技術者選任通知書等の写し 

   技術者の施工経験が共同企業体によるものである場合には、申請者が当該共同企業体の構成員であること

及び出資割合が確認できる資料を添付すること（「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」に登録されてい

るデータの写し、実績証明書又は受注者が発注者（施主）に提出した技術者選任通知書等の写しにより、共

同企業体の構成員であること及び出資割合が確認できる場合には、添付する必要はない。）。 

イ 過去２年度の広島市優良建設工事表彰における技術者としての表彰実績 

   令和６年度及び令和７年度の２年度の表彰実績を評価対象とする。 

   当該工種に係る表彰実績のみを評価対象とする。 

ウ 若手技術者の配置 

   提出する確認書類においては、配置予定技術者の生年月日の記載がされていること。 

   生年月日の記載がない場合は、別途公的機関が発行した生年月日入りの書類（運転免許証等）の写しを提

出すること。 

   生年月日を確認できない場合は評価しない。 

エ 継続学習制度の単位 

   継続学習制度の単位又は時間数を確認する各団体等が発行する証明書等は、令和７年４月１日から開札日

までの期間のうち、任意の１年間において、指定する単位又は時間数を取得しているものを評価する。 

(4) 社会的項目 

ア 災害復旧協力等の状況 

   広島市発注の災害関連工事の受注実績については、令和３年４月１日から開札日までの元請としての受注

実績（広島市が発注したものに限る。）を評価対象とする。 

   評価対象期間内に元請けとして当初契約を締結していれば、開札日時点で完成・引渡しが完了していない

工事についても評価対象とする。 

   評価対象期間以前に当初契約を締結した工事については、評価期間内に完成・引渡しが完了した工事、開

札日時点で完成・引渡しが完了していない工事のいずれも評価対象としない。 

   「災害関連工事」とは、工事設計書の予算科目の款が「災害復旧費」となっている工事をいう。 

   「広島市災害応急対策に係る協力事業者」の登録については、広島市災害応急対策に係る協力事業者の登

録等に関する要綱（平成１８年６月１日施行）の規定に基づき、災害協力事業者として登録されている場合

に評価対象とする。 

   開札日において、災害協力事業者として登録されていることが確認できない場合（登録の抹消を届出た場

合又はその他の理由により登録を取消された場合を含む。）は、評価対象としない。 

イ 障害者雇用の状況 

   障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）第４３条第７項に基づき雇用状況の報

告を義務付けられている事業者が、公共職業安定所へ報告した「障害者雇用状況報告書（事業主用）」の写し

でなく、障害者雇用状況調書（様式－総７）を提出した場合は評価対象としない。 
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   開札日が６月１日から７月１５日までの間にあり、かつ、開札日の属する年の６月１日現在における報告

を行っていない場合、開札日の属する年の前年の６月１日現在の「障害者雇用状況報告書（事業主用）」を評

価対象とする。 

   常用雇用していることが確認できる書類は、「現場代理人、主任（監理）技術者及び監理技術者補佐の雇用

関係及び本人確認 について」に準じる。 

ウ 女性技術者の雇用 

   代表者である場合は評価対象としない。 

   主任技術者となり得る者で、実務経験のみにより資格を有することとなる場合は評価対象としない。 

   複数の技術者を有する場合、提出書類は１人分のみでかまわない。 

   女性技術者は本工事の配置予定技術者でなくてもかまわない。 

   常用雇用していることが確認できる書類は、「現場代理人、主任（監理）技術者及び監理技術者補佐の雇用

関係及び本人確認 について」に準じる。 

   性別を確認できる書類は、マイナンバーカード、パスポート等、公的機関が発行したものに限る。 

エ 環境対策への取組状況 

(ｱ) ＩＳＯ１４００１及びエコアクション２１ 

   本市と契約を締結する権限を有する広島市内の事業所が認証取得しているものを評価対象とする。 

   認証の範囲は、建設工事の施工に関するものに限り評価対象とする。 

(ｲ) ひろしまエコ事業所 

   本市と契約を締結する権限を有する広島市内の事業所の認定証のみ評価対象とする。 

オ 広島市内在住の就職困難者の雇用状況等 

   正規従業員とは、雇用期間の定めのない契約で雇用される者とし、短時間労働者（週所定労働時間３０時

間未満）を除く。 

   離職した事業所の退職日（離職年月日）が現職の雇用日の前日であった場合は、評価対象としない。 

   常用雇用していることが確認できる書類は、「現場代理人、主任（監理）技術者及び監理技術者補佐の雇用

関係及び本人確認 について」に準じる。 

カ 建設キャリアアップシステムの活用状況 

   「建設キャリアアップシステムを活用する」とは、建設現場において現場登録を行い、現場事務所等へカ

ードリーダーなどを設置し、技能労働者の日々の就業履歴を蓄積することをいう。 

   当該工事で建設キャリアアップシステムを活用する場合、書類提出時までに建設キャリアアップシステム

の事業者登録を完了している必要がある。建設キャリアアップシステムの活用状況（様式－総８）のみが提

出された場合は、評価対象とない。 

   共同企業体での申請の場合で、当該工事で建設キャリアアップシステムを活用する場合は、共同企業体の

代表者のみが建設キャリアアップシステムの活用状況（様式－総８）を提出すること。ただし、事業者登録

があることを証明する書類は、すべての構成員が提出すること。なお、事業者登録があることを証明する書

類がすべての構成員から提出されなかった場合、代表者から提出された建設キャリアアップシステムの活用

状況（様式－総８）は無効となり、「本工事で建設キャリアアップシステムを活用する」の評価対象とはなら

ないが、事業者登録があることを証明する書類の提出のあった構成員については「事業者登録あり」の評価

対象となる。 

キ 広島製産品の活用 

   発注工事において、該当する資材については、入札公告の別紙「総合評価に関する事項」に掲げているた

め、確認すること。 

ク ボランティア清掃の活動状況 

   公共的団体とは、農業協同組合、森林組合その他協同組合、商工会等の経済団体、社会福祉協議会等の厚

生社会事業団体、青年団、婦人会等の公共的活動を営むものを言い、法人格を持つかどうかは問わない。 

   活動証明者の記載又は証明印等がない資料や清掃活動に参加した証明とならない資料（参加申込書等）は

客観的に証明できる資料として認めない。 

ケ 職場体験等の受入れ状況 

   企業側の受入れの了承について不明確なもの（教育機関から事前に送付される照会文書等）は、職場体験

及びインターンシップの受入れを証明できる資料として認めない。 

   学生等が企業へ出向いて就業体験を実施したことが確認できないもの（不特定多数の学生に対して行う就

職説明会、現場見学会等）は、評価対象としない。 

   企業名が記載されていない資料のみが提出された場合は、評価しない。 

コ 広島市内企業の活用状況 

   本評価項目において加点評価された場合は、原則として市内本店業者への下請発注（二次以降の下請発注

を含む。）を義務付けている設計金額が１億円以上６億円未満の工事において高度又は特殊な技術を要する工

事等の事情により市内本店業者でない者に下請発注を行う場合に提出する「市内本店業者を下請業者とする

ことができない理由書」の提出の有無にかかわらず、下請企業（一次下請）をすべて市内企業とする必要が

ある。 
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４ 自己採点方式について 

(1) 自己採点方式とは 

自己採点方式とは、発注者が定める落札者決定基準（企業の技術力を除いた評価項目）について入札参加者が

自己採点する方式であり、発注者は、当該採点に基づいた技術評価点及び入札価格から評価値を算出し、原則と

して、評価値が最も高い者についてのみ、自己採点結果の確認を行う。 

(2) 自己採点の対象 

自己採点の対象となる評価項目は、企業の技術力に係る評価項目を除く全ての評価項目とする。 

(3) 自己採点表の作成・提出 

ア 「広島市調達情報公開システム（受注者用機能）」において、自己採点表の様式をダウンロードすること。 

イ 自己採点表に企業名、代表者名等の必要事項を記入のうえ、各評価項目の自己採点を行い、自己採点欄に該

当する評価点を記入すること。 

ウ 作成した自己採点表を、一般競争入札参加資格確認申請書及び総合評価に関する調書に添付して提出期限ま

でに提出すること。 

(4) 発注者の確認及び落札者の決定 

ア 発注者は、有効な範囲の入札を行った入札参加者（以下、「入札参加者」という。）から提出された自己採点

表及び入札価格をもとに、全ての入札参加者の評価値を算出する。簡易型、簡易・チャレンジ型（試行）及び

標準型にあっては、広島市評価部分（企業の技術力に係る評価項目等）の得点も含めて、評価値を算出する。 

イ 発注者は、最も評価値の高い者（以下、「第一順位者」という。）について自己採点表の確認を行う。 

ウ イによる確認の結果、自己採点表の得点に誤りがあった場合は、以下のとおり取扱うこととする。 

(ｱ) 過大評価（自己採点表を確認した結果、得点が下がる場合） 

… 発注者の確認結果による得点に修正する。 

(ｲ) 過小評価（自己採点表を確認した結果、得点が上がる場合） 

… 入札参加者の自己採点による得点とする。 

エ ウによる評価値の修正がない場合、又は評価値の修正があり、修正後の評価値が次に評価値の高い者（以下、

「次点の者」という。）と同点以下とならなかった場合は、当該入札参加者を落札候補者として決定する。 

ウによる評価値の修正があり、修正後の評価値が次点の者と同点以下となった場合は、次点の者の順位を繰

り上げ、再度イによる確認を行う。以降落札候補者が決定するまで繰り返す。 

なお、第一順位者が２者以上となり、落札候補者が決定しない場合は、契約担当課が指定する日時に該当者

がくじを引く方法によるくじ引により落札候補者を決定する。 

オ エにより決定した落札候補者について、入札参加資格を有することを確認したうえで、落札を決定する。 

なお、次に掲げる場合は、当該落札候補者を除き最も評価値の高い者についてイ～エの手順を行ったうえで、

入札参加資格の有無を確認することとし、以下同様とする。 

   落札候補者が入札参加資格を有していないと確認した場合 

   落札候補者が調査基準価格を下回る入札をし、低入札価格調査報告書を提出した場合において、低入札価

格調査の結果、第一順位者を落札者としないと決定したとき。 

(5) その他留意事項 

   各評価項目の評価基準等については、「広島市建設工事総合評価落札方式ガイドライン」、入札公告の別紙

「総合評価に関する事項」及び本総合評価に関する説明書を参照のこと。 

   自己採点表を提出しない場合又は必要事項が記入されていない場合は、入札を無効とする。 

   自己採点表下部の注を削除するなど様式を変更した場合には、その入札を無効とする。 

   自己採点表に自己採点の結果が記入されていない場合又その他の理由により評価点を確認できない場合は、

該当する評価項目を評価しない。 

   共同企業体での申請の場合は、構成員ごとに自己採点表を作成し、提出すること。 

   評価分類「配置予定技術者の能力」は、各評価項目の自己採点の合計点を記入すること。配置予定技術者を

複数の技術者で申請する場合は、配置予定技術者の能力に係る評価項目の自己採点の合計が最も低い技術者の

合計点を記入すること。 

   自己採点方式では、原則として、提出された自己採点表等をもとに第一順位者となった者が提出した資料の

みを確認し、次点以下の者については確認を行わないため、落札決定後に公表する技術評価点、評価値及び入

札参加者の順位は正しいものとは限らない。 

 

５ その他 

   入札に参加した者の、入札価格、技術評価点及び評価値を落札決定後に公表する。 

   製作と据付（又は架設）それぞれで別の技術者を配置する場合は、据付（又は架設）の技術者の能力を評価する

ものとする。 

   価格以外の評価において、提出した書類の評価基準を満たさない変更をした場合は次のとおりとする。 

(1)  落札決定までに、提出した書類の評価基準を満たさない変更をした者の入札を無効とする。 

(2)  落札決定後に、落札者が提出した書類の評価基準を満たさない変更をした場合は、落札者の工事成績評定

点を評価項目ごとに８点減じる。ただし、「配置予定技術者の能力」については、「配置予定技術者の能力」
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の評価点の合計点に満たない変更をした場合に、工事成績評定点から８点を減じる。 

（例）主任（監理）技術者の変更の場合 

   配置予定技術者調書に記載した主任（監理）技術者について、病気、退社等本市がやむを得ない理由がある

と認める場合に、公告に定める条件に合致する者であるときに限り主任（監理）技術者の変更をすることがで

きる。この場合には、直ちに工事担当課に変更申請を申し出ること。なお、申し出が遅れた場合は、指名停止

措置を行うことがあるので注意すること。 

   落札決定までに変更する場合、変更後の主任（監理）技術者の「配置予定技術者の能力」の各評価項目の得

点の合計が、入札時に評価された技術者に係る得点の合計に満たない時は、入札が無効となる。 

   落札決定後に変更する場合、変更後の主任（監理）技術者の「配置予定技術者の能力」の各評価項目の得点の

合計が、入札時に評価された技術者に係る得点の合計に満たない時は、落札者の工事成績評定点を８点減じる。 

ただし、落札決定後契約日までの間に変更する場合、変更後の主任（監理）技術者について雇用関係が要

件を満たさない場合等により主任（監理）技術者を設置できないときは、契約締結をすることができないた

め、17その他の(8)に該当することとなるので注意すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

17その他 
(8) 落札者が決定した後、契約を締結できなかったとき及び正当な理由なく契約締結をしなかったとき

は、競争入札参加資格を取り消す（３年間）。 
また、契約予定金額に対する入札保証金相当額の損害賠償金（契約予定額の５パーセント）を請求する。 
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（様式－総２） 
令和  年  月  日 

 
所 在 地   ○○市○○区○○町○丁目○番○号 
商号又は名称   株式会社○○○○ 
代 表 者   代表取締役  ○○ ○○    

総合評価に関する調書 
以下の工事について、総合評価に関する調書を、次のとおり添付書類を添えて提出します。 
なお、証明する資料として提出する書類について、相違ないことを誓約します。 
誓約したにも関わらず、万一、虚偽の記載が認められた場合には、指名停止等いかなる措置を講じられても一切異

議の申し立ては致しません。 
※ 本調書を提出しない場合及び本調書に必要事項が記入されていない場合は、入札を無効とする。 

提出するものの□に「✔」印又は■（塗潰し）をすること。なお、入札公告の別紙「総合評価に関する事項」に

おいて評価項目となっていない項目については、添付書類の提出を要しない。 
また、本調書に係る添付書類に必要事項が記入されていない場合は、該当する評価項目を評価しない。 

工事名    ○○○○○○○○○○○○工事 

評価分類 添付書類 

企業の 

施工能力 

工事成績評定点の平均点に関する資料 
□ 令和４年1月から令和7年12月までに完成し、工事成績評定点が通知されたすべての工事（当該工種におけ

る本市発注工事の実績に限る。）の工事成績評定通知書（別記様式第１号）の写し 
同種・同規模工事の施工実績に関する資料 

□ 同種・同規模工事施工実績調書（様式－総３）及び施工実績を証明する資料（写し） 

優良建設工事表彰に関する資料 
□ 優良建設工事特別表彰又は優良建設工事表彰の表彰状（写し）(A4に縮小コピーして添付すること。) 

ＩＣＴ活用工事への取組状況に関する資料（次の資料及び①、②のいずれかの資料を添付すること。）  
□ ＩＣＴ活用工事への取組状況（様式－総４）（①、②のいずれの場合も提出すること。） 

① 広島市の実績の場合 (次のすべての資料を添付すること。) 

□ 工事成績評定通知書（別記様式第１号）（写し）（評定の対象でない場合は変更契約書の鑑（写し）） 

※評価基準「広島市発注の当該工種に係るＩＣＴ活用工事の施工実績あり（簡易型ＩＣＴ活用工事等を除く。）」 

（配点：1.0点）が設定されており、これに該当する場合、次の資料もあわせて添付すること。 

□ 変更設計書（当該工種に係るＩＣＴ施工技術の活用が確認できる部分）（写し） 

② 他の公共発注機関の実績の場合 (次のすべての資料を添付すること。) 

□ ＣＯＲＩＮＳに登録されているデータの写し 

□ ＩＣＴ活用工事を履行したことが確認できる証明書（写し）又は要領等の抜粋及び契約図書等（写し） 

登録基幹技能者の現場配置に関する資料  
□ 登録基幹技能者の現場配置（様式－総５） 

ＩＳＯ９００１認証取得に関する資料 
□ ISO9001マネジメントシステム登録証及び附属書（広島市内の事業所が認証取得しているもの）（写し） 

配置予定

技術者の

能力 

提出必須の書類 
□ 配置予定技術者調書（様式３－１）（写し）及びその確認書類（写し） 

同種・同規模工事の施工経験に関する資料（次のいずれかを選択すること。） 
□ 提出必須の書類で確認 

□ 同種・同規模工事施工経験調書（様式－総６）及び施工実績を証明する資料（写し） 

優良技術者表彰に関する資料 
□ 優良技術者特別表彰又は優良技術者表彰の表彰状 (写し)(A4に縮小コピーして添付すること。) 

若手技術者の配置に関する資料 
□ 提出必須の書類で確認 

継続学習制度の単位に関する資料 
□ 学習履歴証明書等(写し)(各団体発行の証明書等をA4に縮小コピーして添付すること。) 

主任（監理）技術者の資格に関する資料  

□ 資格者証等（指定した資格を所持していることが確認できる部分）の写し 

社会的 

項 目 

災害復旧協力等の状況に関する資料（次のいずれかの資料を添付すること。） 
□ 広島市と締結した災害関連工事の契約書（写し）及び工事設計書（予算科目を確認できる部分）（写し） 

□ 広島市災害協力事業者登録申込書（広島市危機管理室の受付印のあるもの）（写し） 

□ 危機管理室災害予防課が発行する広島市災害応急対策に係る協力事業者登録証明（写し） 

障害者雇用の状況に関する資料（次の①、②のいずれかの資料を添付すること。） 
① 障害者の雇用の促進等に関する法律第４３条第７項に基づき雇用状況の報告を義務付けられている事業者の場合 

□ 公共職業安定所へ報告した「障害者雇用状況報告書（事業主控）」(直近の６月１日以降のもの)（写し） 

② ①以外の事業者で障害者を常用（直接的かつ恒常的に)雇用している場合(次のすべての資料を添付すること。) 

□ 障害者雇用状況調書(様式－総７) 

□ 身体障害者手帳又は療育手帳若しくは精神障害者福祉手帳(写し） 

□ 障害者を常用雇用していることが確認できる書類 
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評価分類 添付書類 

社会的 

項 目 

男女共同参画への取組状況に関する資料（次のうち該当するものの資料を添付すること。） 
□ 次世代育成支援対策推進法に基づく「一般事業主行動計画」を策定している場合は、都道府県労働局に提出

した行動計画（受理印のあるもの）(写し) 

□ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定を受けている場合は、都道府県労働局が発行した認定通知書(写し) 

□ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく「一般事業主行動計画」を策定している場合は、

都道府県労働局に提出した行動計画（受理印のあるもの）(写し) 

□ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定を受けている場合は、都道府県労働局が発行

した認定通知書(写し) 

□ 内閣府が行う女性のチャレンジ支援策に基づく表彰状（写し） 

□ 内閣府が行う子どもと家庭を応援する日本功労者表彰（写し） 

□ 広島市「女性と若者が輝く企業」認定要領に基づく認定証（写し） 

□ 広島市男女共同参画推進事業所表彰（写し） 

女性技術者の雇用に関する資料（次のうち該当するものの資料を添付すること。） 
□ 当該工種の主任技術者となり得る女性技術者の国家資格の取得を証明できるもの、常用(直接的かつ恒常的に

１年以上)雇用していることが確認できる書類及び性別を確認できる書類（写し） 

□ 当該工種の監理技術者となり得る女性技術者の監理技術者資格者証、常用(直接的かつ恒常的に１年以上)雇

用していることが確認できる書類及び性別を確認できる書類（写し） 

環境対策への取組状況に関する資料（次のいずれかの資料を添付すること。） 
□ ISO14001マネジメントシステム登録証及び附属書（広島市内の事業所が認証取得しているもの）（写し） 

□ エコアクション２１認証・登録証（広島市内の事業所が認証取得しているもの）（写し） 

□ 「ひろしまエコ事業所認定制度」の認定書（広島市内の事業所が認証取得しているもの）（写し） 

広島市内在住の就職困難者の雇用状況等に関する書類（次のうち該当するものの資料を添付すること。） 
(1) 広島市内在住の失業者を雇用している場合（①から③のすべて必要） 

① 失業者を雇用したことを証明する次のいずれかのもの 

□ 雇用保険被保険者資格取得届出確認照会回答書（写し） 

□ 雇用保険日雇労働被保険者手帳（写し） 

② 広島市内在住の失業者を正規従業員として雇用したことを証明する次のすべてのもの 

□ 労働条件通知書（写し） 

□ 常用雇用していることが確認できる書類 

□ 住所が確認できる書類（運転免許証等）の写し（上記書類により住所が確認できない場合のみ） 

③ 資本的関係・人的関係を確認する書類 

□ 資本的関係・人的関係調書（様式４）（写し） 

(2) 広島市内在住の刑務所出所者等を雇用している場合等（次のいずれかの資料を添付すること。） 

① 保護観察又は更正緊急保護の対象者を雇用した実績がある場合 

□ 保護観察対象者等雇用実績証明書（写し） 

② 保護観察又は更正緊急保護の対象者に事業所見学会又は職場体験講習を実施している場合 
□ 保護観察対象者等事業所見学会等実績証明書（写し） 

建設キャリアアップシステムの活用状況に関する資料（次のうち該当するものの資料を添付すること。） 
① 本工事で建設キャリアアップシステムを活用する場合 

□ 建設キャリアアップシステムの活用状況（様式－総８）及び事業者登録があることを証明する以下②の資料 

② 事業者登録のみの場合 

□ 「事業者登録完了のお知らせ（はがき）」の写し又は「事業者登録完了メール」の写し又は「建設キャリ

アアップシステムの事業者情報画面」の写し 

広島製産品の活用に関する資料  
□ 広島製産品使用予定調書（様式－総９） 

ボランティア清掃の活動状況に関する資料（次のうち該当するものの資料を添付すること。） 
□ 「広島市まちの美化に関する里親制度」の覚書及び里親活動報告書（広島市まちの美化に関する里親制度実

施要領別記様式４号）（写し） 

□ クリーンボランティア参加申込書及び活動記録簿（活動状況写真を含む。）（写し） 

□ アダプト活動認定団体認定証及び活動実績報告書（収受印のあるもの）（活動状況写真を含む。）（写し） 

□ 国土交通省中国整備局広島国道事務所が指定するところにより作成した国道ボランティア・ロード協定書及

び活動記録簿（活動状況写真を含む。）（写し） 

□ 清掃活動実績調書（様式－総１０）及び客観的に証明できる資料(参考様式－総１１等) 

□ 広島市環境美化功労者表彰（写し） 
職場体験等の受入れ状況に関する資料（次のうち該当するものの資料を添付すること。） 

□ 職場体験の受入れに係る依頼文書（写し） 

□ インターンシップの受入れに係る覚書、契約書等（写し） 

□ インターンシップ実習生の受入れに係る依頼文書、電子メール又は就職活動サイト等の画面（写し） 

広島市内企業の活用状況に関する資料  
□ 広島市内企業の活用状況（様式－総１２） 

※ 添付書類についての詳細は、入札説明書の別紙「総合評価に関する説明書」の２ 提出書類等について及び、３ 

提出書類の作成及び評価における留意事項を参照のこと。 
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